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 パリ協定の国際公約達成に向け、我が国全体のCO2排出量の概ね3分の2に及ぶインフラ分野の取り組み

は欠かせない。しかし、約13%を占める建設現場の脱炭素化については、これまで計画的な取り組みがな

されてこなかった。この状況に対し、国土交通省では、2024～2025年度にかけて品確法改正や建設現場で

の具体的な取組方針とロードマップを示したアクションプランを公表した。一方、アクションプランを実

現するためには、低炭素化・脱炭素化技術による排出削減効果を定量的かつ公正に評価することが必要不

可欠となる。本論文は、土木工事関連の低炭素化・脱炭素化技術を評価するための課題を整理したうえで

解決に向けた取組を提案し、アクションプラン実現に向けた議論を活発化させるためのものである。 
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1.  はじめに 

 

世界各地で気候変動の影響で異常気象や自然災害が深

刻化しており、世界経済フォーラムが公表している研究

書「グローバルリスク報告書2025年度版」においても、

異常気象は、今後10年間のグローバルリスク長期的深刻

度で第一位に位置付けられている。（図1） 

我が国は、パリ協定における「国が決定する貢献

（NDC）」として、温室効果ガス（GHG）の排出を2013

年度比で2030年度46%、2035年度60%、2040年度73%それ

ぞれ削減し、2050年ネット・ゼロを実現するという野心

的な目標を提出1)している。一方、地球温暖化対策を経

済成長の制約やコストとする時代は終わり、成長の機会

と捉える時代に移行している。地球温暖化対策を積極的

に行うことが、産業構造や社会経済の変革をもたらし、

次なる大きな成長に繋がるという「経済と環境の好循

環」を確立するGX実現に向けた政策が求められている。 

 国内での脱炭素成長型経済構造への移行が活発化する

中、建設分野では、2024年6月に公共工事の品質確保の

促進に関する法律（以下「品確法」という。）が改正2)

され、脱炭素化も価値として扱い、経済性に配慮しつつ、

脱炭素化に対する寄与の程度も考慮して、総合的に価値

の高い資材、機械、工法等の採用に努めることとされた。

また、2025年4月には「国土交通省土木工事の脱炭素ア

クションプラン3)」（以下「アクションプラン」とい

う。）」が公表され、建設現場のカーボンニュートラル

に向けたリーディング施策のロードマップが示された。 

 本稿では、品確法改正やアクションプラン等の内容を

踏まえ、課題を整理する。また、課題解決に向けたこれ

までの研究実績を報告し、今後の取組を提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 2年間および10年間におけるグローバルリスクの 

相対的な深刻度4) 

異常気象 
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2.  我が国におけるインフラ関連のCO2排出状況 

 

(1)  我が国のGHG排出量 

我が国のインフラにおける各分野のGHG排出状況を

把握するため、まず、我が国のインフラに関連するCO2

排出量を整理した。具体的には、我が国全体のCO2排出

量の部門別内訳を調査し、それに統計等から設定した割

合を乗じて、インフラ各分野のCO2排出量を求める。 

我が国全体のGHG排出量は、「日本の温室効果ガス

排出量データ（1990 ～ 2023年度）報告値5)」によると、

排出削減の国際公約における基準とされている2013年度

以降、全体として減少傾向にあり、2023年度はCO2換算

値で1,071百万トンであった（図2）。 

このうち、2023年度のCO2の排出量は、989百万トンと

なっており、その電気・熱配分後の内訳は産業部門が

34.3%、運輸部門が19.2%、業務その他部門が16.7%、家

庭部門が14.9%等となっている（図3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※環境省・国立環境研究所「2023年度の温室効果ガス排出量お

よび吸収量（詳細）6)」資料を元にJICEにて作成 

図 2 我が国全体の温室効果ガスの排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※環境省・国立環境研究所「2023年度の温室効果ガス排出量お

よび吸収量（詳細）6)」資料を元にJICEにて作成 

図 3 我が国の部門別のCO2排出量（電気・熱配分後） 

 

(2) インフラに関連するCO2排出状況 

 「日本の温室効果ガス排出量データ（1990 ～ 2023年

度）報告値5)」における2023年度の我が国全体の産業部

門別のCO2排出量に統計等から設定した割合を乗じ、イ

ンフラの各分野に該当する排出量を切り出した（図4）。 

その結果、インフラ建設が直接的に関わるCO2排出量

は、建設機械の稼働、主たる材料である鉄鋼とセメント

の生産、建設関連貨物の輸送に伴う排出量の合計約1.28

億トンで、全体の約13%であることが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 国内のインフラ関係のCO2の排出状況（2023年） 

 

3.  国土交通省の脱炭素化に向けた取り組み 

 

 建設分野の脱炭素化に向けて、国土交通省および国土

技術政策総合研究所は、2024～2025年度にかけて、土木

工事における脱炭素関連の施策や研究成果の公表、試行

工事等の取り組みを実施している。以下に、それぞれの

取り組みの概要について、説明する。 

(1)  「インフラ分野における建設時のGHG排出量算定マ

ニュアル案7)」の作成（2024年6月6日公表） 

土木工事に関連する低炭素化・脱炭素化技術について

は、民間企業各社が開発を進めており、既に多数存在す

る。しかし、土木工事で使用する材料や工法等による

GHG排出削減効果の評価手法は統一されておらず、適

切な評価基準が不十分であることが課題となっている。 

そのため、国土技術政策総合研究所では、「インフラ

分野における建設時のGHG 排出量算定マニュアル案」

を作成し、土木工事の建設段階で発生するGHG 排出量

および低炭素化・脱炭素化技術の適用によるGHG 排出

削減量について、土木工事積算を活用した算定の基本的

考え方や統一的な算定方法を示した。 

(2) 品確法の改正（2024年6月19日公布・施行） 

 品確法が改正され、同法７条２項および同６項におい

て、「価格に加え、工期、安全性、生産性、脱炭素化に

対する寄与の程度その他の要素を考慮して総合的に価値

の最も高い資材、機械、工法等」を、経済性に配慮しつ

つ採用するよう努めることが発注者の責務として新たに

規定された。 
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これを受け、2025年5月14日に「国土交通省直轄工事

における総合評価落札方式技術提案評価型ＳⅠの試行」

が各地方整備局等に通知された。試行対象のＳＩ型は、

表1に示すとおり、VFM（Value for Money）の考え方に基

づき提案された新たな入札契約方式である。 

表1 ＳＩ型（試行）の主な内容 

観点 ＳＩ型 

対象工事 

発注者が公告時に示す標準的な仕様に対し

て、更なる品質向上、安全性向上、環境改善

等が期待される工事や、新技術・工法等の活

用が期待できる工事 

技術提案内容 
従来テーマの技術提案（通常技術提案）に加

え、「技術向上提案※」を求める。 

落札者の 

決定方法 

入札価格が、発注者が示した仕様に基づき作

成した予定価格の制限内にあるもののうち、

技術評価点を入札価格で除して得た値（評価

値）の最も高い者が落札者となる。 

技術評価点の 

項目 

標準点、施工体制評価点、通常技術提案の点

数、技術向上提案の点数 

予定価格の 

設定方法 

技術向上提案部分に要する費用は予定価格に

含めない。公告図書に上限額を明示。上限額

は当初予定価格の５％の範囲内で発注者が設

定。 

※「技術向上提案」： 

発注者が示した仕様に対して比較的軽微な設計図書の変更

を許容したうえで、更なる安全性や生産性、目的物の品質

向上、あるいは新技術・工法等の活用が期待されるテーマ 

 

(3)アクションプランの作成（2025年4月21日公表） 

1) アクションプラン作成の背景 

アクションプランは、品確法改正や地球温暖化対策計

画等の政府計画の改定を踏まえ、国土交通省の発注する

道路、治水等の土木工事（以下「直轄工事」という。）

において、脱炭素化に向けて先進的に取り組むことで、

建設現場の取り組みをけん引すべく、GHG排出の過程

に応じたリーディング施策を定めたものである。 

図4「国内のインフラ関係のCO2の排出状況（2023

年）」より、建設機械からの直接的排出と主要材料の生

産・建設輸送というサプライチェーンを通した間接的排

出を含めて、インフラ等の建設段階が約 13％、道路利

用や鉄道・船舶・航空輸送といったインフラの供用段階

が約 17％、家庭やオフィス、商業施設等の建築施設の

利用段階が約 32％と３つのフェーズに大別できる。 

インフラの供用段階では、道路、鉄道、港湾等の利用

に伴う排出量が大半を占めており、それぞれ分野毎に脱

炭素化の方向性を示した計画が策定されて取組が進めら

れている。また、建築分野では、従来から、民間企業を

含め設備の省エネ化などの取組が先行的に進んでいる。 

インフラ等の建設段階においては、これまで民間によ

る技術開発が先行しており、グリーン購入法に基づく特

定調達品目の指定などの個別の取組は行われているもの

の、国土交通省における計画的な取組方針は示されてい

なかった。そのため、直轄工事において脱炭素化に向け

て先進的かつ計画的に取り組むことで、建設業界をけん

引し、全体的な底上げを図ることを目的にアクションプ

ランが策定された。 

 

2) GHG排出量の削減方針 

温室効果ガス排出量を算定・報告する際の国際的な規

準であるGHGプロトコルでは、GHG排出量を直接排出

（Scope 1）、エネルギー起源の間接排出（Scope 2）、そ

の他の間接排出（Scope 3）の3つのカテゴリーに分類し、

サプライチェーン全体の排出量を把握・管理すること

を可能としている。この基準に準じて、アクションプ

ランでは、建設現場におけるGHG排出プロセスについ

て、次のように整理されている。 

・Scope1,2：建設機械の稼働等、建設現場でエネルギー

を消費し、直接的にGHGを排出するプロセス 

・Scope3：材料等の製造や資機材の運搬、廃棄物の処理

等、建設現場が間接的にGHG排出に関わるプロセス 

Scope1,2については、国土交通省が発注者の裁量とし

て、調達の選定により排出量の削減が可能である。一方、

Scope3については、国土交通省が直接的に削減すること

はできないが、発注者として、低炭素・脱炭素製品の調

達を進めることによって、間接的な排出量の削減に貢献

することは可能である。 

上記のような工事発注者としての国土交通省に期待さ

れる役割に基づき、アクションプランでは、品確法や政

府計画を踏まえた以下の削減方針のもと取り組んでいく

ことが示された。 

 

［削減方針］ 

ⅰ) 建設現場での直接的排出（Scope1,2）のうち、建設機

械については、建設機械の脱炭素化を促す制度を活

用するとともに、事業者として主体的に工事におい

て活用することで 排出削減を進める。 

ⅱ)建設現場が間接的に排出に関わる材料・製品

（Scope3）のうち、排出の負担割合が高くかつ費用

対効果が高いものを調達することで製造過程等の排

出削減を促す。 

ⅲ)建設現場が間接的に排出に関わる材料・製品

（Scope3）では、費用対効果の優れた技術の開発を

後押しする。 

併せて、上述の削減方針を踏まえ、強化すべき当面の

リーディング施策を次のように定め、推進していくこと

も示された（図5）。 
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図5 直轄工事におけるGHG排出量の削減方針8) 

 

［当面のリーディング施策］ 

・削減方針1)：建設機械のエネルギー効率向上、次世代

燃料の導入促進、新技術による施工の効率化 

・削減方針2)：低炭素型コンクリートの普及促進 

・削減方針3)：脱炭素技術の排出削減効果の見える化と

インセンティブによる技術開発促進 

 

3) 直轄工事の脱炭素化に向けたロードマップ 

また、政府計画である地球温暖化対策計画では、2030 

年、2035 年、2040 年の目標が定められている。アクシ

ョンプランでは、政府の計画と整合を図りつつ、①建設

機械、②コンクリート、③その他建設技術に分類した短

期・中期・長期のロードマップが示された。（図6） 

① 建設機械の脱炭素化：燃費の向上や電動化によるエ

ネルギー効率の向上、次世代燃料の活用を促進する。 

② コンクリートの脱炭素化：低炭素型コンクリートに

ついて、試行工事の発注により市場性を検証し、用

途を指定して使用原則化を進める。また、将来的に

は、吸収・固定型コンクリートについても、費用対

効果を踏まえつつ、用途等を指定して使用を原則化

し、順次対象の拡大を図る。 

③ その他建設技術の脱炭素化：GHG削減効果や評価

制度等の環境整備を行い、表彰制度や工事成績評定

で工事受注者に脱炭素化のインセンティブを付与す

る。また、将来的には、費用対効果を踏まえつつ、

用途等を指定して使用を原則化し、順次対象の拡大

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6 直轄工事の脱炭素化に向けたロードマップ9) 

 

(4) 低炭素型コンクリート試行工事の実施10) 

 直轄工事における低炭素型コンクリート試行工事の取

り組みは、2022～2024年度までに全国17道府県で51件、

約11,000m3実施されており、広い地域に普及してきた。

また、試行工事実績51件のうち、49件がプレキャストコ

ンクリートであった。これまでの実績やアクションプラ

ンを踏まえ、2025年度はプレキャストコンクリートを使

用する全ての直轄工事を試行工事の対象とし、より一層

の取り組みを促進することとなっている。 

2025年度の試行工事では、市場性等の把握のため、活

用効果等の調査も行う。具体的には、コンクリートの低

炭素化・脱炭素化技術について、需給実態やコスト、地

域性等を調査し、地域ごとの特性や課題、費用対効果等

を整理し、活用・普及方策を検討する。 

 

4.  アクションプランを踏まえた課題と取組の提案 

 

アクションプランでは、③「その他建設技術の脱炭素

化」に向けたロードマップにおいて、2027年度以降に表

彰制度・工事成績評定、2035年度以降に総合評価を導入

してインセンティブを付与する計画が示されている。こ

れらの評価制度を実現するためには、低炭素化・脱炭素

化技術によるGHG削減効果を定量的かつ公正に評価で

きる環境整備が必要となる。 

また、②「コンクリートの脱炭素化」、③「その他建

設技術の脱炭素化」に向けたロードマップにおいては、

使用原則化の対象とする技術の条件として、費用対効果

を踏まえる旨が示されている。 

上記の計画を踏まえ、国土交通省が実施する必要があ

る対応とそのための主な課題について、表2に整理する。 
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表2 アクションプランを踏まえた主な課題※ 

No. 主な課題 必要な対応 

(1) 
GHG排出量算定手法の 
整備・運用 

・工事受発注者共通GHG
排出量算定 

・工事種類ごとの排出削
減効果の感度分析 

(2) GHG排出量算定の自動化 
・工事受発注者への算定
作業負荷軽減 

(3) 排出原単位作成手法の構築 
・排出源品目ごとの単位
当りGHG排出量の把握 

(4) 排出原単位DBの整備・運用 
・最適な低炭素化・脱炭
素化技術の把握・選択 

(5) 第三者認証制度の構築 
・工事成績評定や総合評
価等での公正な評価と
定量的な比較 

(6) 費用対効果の評価手法構築 
・費用対効果の大きい技
術の優先的な導入 

※No.①～⑤の課題については、「研究開発とSociety5.0との橋

渡しプログラム（BRIDGE）」における施策の対象となってお

り、令和5～7年度に国土技術政策総合研究所が研究を実施。 

(1) GHG排出量算定手法の整備・運用 

国土技術政策総合研究所では、令和５年度採択

BRIDGE施策において、工事積算を活用してGHG排出量

を算定することを前提とした「インフラ分野における建

設時のGHG排出量算定マニュアル案（以下「マニュア

ル案」という。）」を作成している。 

直轄工事に適用される土木工事積算は、現場実態とは

異なるものの、詳細設計の仕様や数量に基づいており、

工事工種体系ツリー11)の細別（レベル４）ごとに工事費

を計算して積み上げる仕組みになっている。この仕組み

を活用して、細別ごとのGHG排出量を排出源品目別に

算定することにより、工事全体に対する排出影響の大き

いホットスポットを特定することも可能となる。 

直轄工事において、効果的な排出削減対策を検討する

ためには、受発注者双方が共通の物差しで、工事ごとの

GHG排出量を把握・管理することが求められる。また、

工事ごとに、“どの作業”、“どの材料”、“どの

Scope・カテゴリー”が工事全体に与える排出影響が大

きいのかを感度分析することが必要となる。 

今後の運用として、各工事におけるGHG排出量の算

定結果をデータベース化し、他事務所における脱炭素化

の取組を容易に把握できるプラットフォームを整備する

ことが考えられる。工事発注者が、好事例を参考にする

ことなどにより、取組のスパイラルアップが期待できる。 

(2) GHG排出量算定の自動化 

現状の建設業界における人員不足や働き方改革を考慮

すると、地方整備局等の職員が、マニュアル案に沿って

手入力作業でGHG排出量を算定することは現実的では

ない。そのため、国土技術政策総合研究所では、令和５

年度採択BRIDGE施策（補正予算）において、国土交通

省の工事工種体系ならびに積算基準書に準拠した土木積

算システムの出力ファイルから自動的にGHG排出量を

算定できるツール（試作版）を作成している。 

今後は、マニュアル案に沿って工事工種体系ツリーの

細別（レベル４）ごとに排出量を自動算定できるよう、

土木積算システム自体の改修や出力ファイル種類の追加

等を実施することとしている。 

また、将来的には、BIM/CIMモデルに排出原単位等の

属性情報を付与し、設計と土木積算システムを連携させ

ることができれば、よりシームレスな算定が可能となる。 

(3) 排出原単位作成手法の構築 

排出原単位や排出削減効果については、自社のHP等

で数値を公表している建設関連企業も多数存在するが、

各社独自の方法で計算しており、計算根拠が不明なもの

も多い。また、各企業が示す排出削減効果は、自社の従

来製品と比較しているケースが大半であり、ベースライ

ン（基準値となる標準的な排出量）の統一も取られてい

ないのが現状である。 

一方、国際標準（ISO14044/14067等）やカーボンフッ

トプリントガイドライン12)では、排出原単位作成に関す

る要求事項や指針等が示されているものの、それら全て

に対応することは、カーボンフットプリント（以下

「CFP」という。）作成者やサプライチェーン企業に対

して、労務面・コスト面での負担が大きい。 

そのため、国土技術政策総合研究所では、令和６年度

採択BRIDGE施策において、建設分野での低炭素化・脱

炭素化技術を対象とした「CO2排出原単位作成手法ガイ

ドライン（素案）」を作成している。 

ISO14025では、同じような機能や用途を持つ場合、製

品カテゴリーを設定し、製品カテゴリー共通の算定対象

範囲や一連の規則、要求事項等をまとめたPCR（Product  

Category Rules）を作成することとされている。（図7）

製品カテゴリーの設定の仕方については、品質・性能が

優れた製品の調達を阻害することのないよう、十分に留

意する必要がある。また、PCR作成に関しては、民間企

業の協調領域として、競合企業、利害関係者が協議し、

合意形成を図ることが望ましい。 

今後は、発注者等が排出削減効果を定量的に評価する

ため、製品カテゴリーごとに統一的なベースラインとな

る排出原単位を作成することとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図7 生コンクリートの製品カテゴリールール（PCR）13) 
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(4) 排出原単位データベースの整備・運用 

直轄工事の着手にあたり、排出削減効果の他、市場性

や地域性、コスト等も含めて、最適な低炭素化・脱炭素

化技術を把握・選択するためには、製品ごとの情報を集

約したデータベースが必要となる。国内には、AIST-

IDEA（作成主体：産業総合研究所）や3EID（作成主

体：国立環境研究所）が存在しているが、土木工事に関

連する品目種類は不十分であり、低炭素化・脱炭素化技

術の排出原単位を掲載したデータベースも存在しない。 

そのため、国土技術政策総合研究所では、令和６年度

採択BRIDGE施策において、LCIデータベース「IDEA」

のデータ様式に準拠した「CO2排出原単位データベース

（素案）」を作成している。 

今後は、②のGHG排出量算定ツールを常に最新の状

態で運用できるよう、排出原単位データベースや属性情

報データ等を連携させた設計で整備し、都度、更新・メ

ンテナンスが実施される仕組みの構築を検討することと

している。 

 

(5) 第三者認証制度の構築 

工事発注者が、低炭素化・脱炭素化技術の排出原単位

の妥当性・信頼性を確認するためには、CFP算定が適切

に実施されたかを検証することが望ましい。国内では、

サステナブル経営推進機構がISO14025に準拠した第三者

検証を実施し、対象製品の定量的な環境情報を開示する

仕組み（SuMPO EPD）が存在する。しかし、SuMPO 

EPD取得のためには、労務面・コスト面の負担が大きい。

また、土木工事の技術として重要な品質・性能に関する

評価については、別途検証しなければならない。 

そのため、土木工事関連の低炭素化・脱炭素化技術に

ついて、品質・性能に関する審査証明事業等の付加審査

として、CFPも第三者検証し、同時に認証できる仕組み

を構築することが必要と考えられる。 

 

(6) 費用対効果の評価手法構築 

現状の直轄工事における取り組みでは、技術提案によ

る定性的な評価や試行工事を活用して低炭素化・脱炭素

化技術を導入しており、費用対効果を定量的に評価でき

ていない。一方、アクションプランのロードマップでは、

費用対効果が調達条件の指標の一つとして示されている。 

そのため、今後の取組方針として、対象資材等の総合

的価値を評価するため、費用対効果の評価手法を構築す

る必要がある。また、2026年度からの本格化が見込まれ

る排出量取引も見据えて、公共工事として許容されうる

費用対効果の考え方についても検討することが望ましい。 

 

 

5.  おわりに 

 

 国土交通省は、建設分野の脱炭素化に向けてアクショ

ンプランを策定し、その中で地球温暖化対策計画と整合

を図る形でロードマップも示した。土木工事は公共発注

の割合が高いため、直轄工事で先進的な取組を行うこと

により、低炭素化・脱炭素化技術の活用・普及の拡大が

期待できる。特に低炭素型コンクリートは、試行工事を

活用してコストや市場性、地域性を検証したうえで、

2027年度以降の使用原則化を目指すことになる。 

一方、アクションプランで示されたロードマップを踏

まえると、解決しなければならない課題も多い。今後、

工事発注者には、低炭素化・脱炭素化技術による排出削

減効果を定量的かつ公正に評価し、工事ごとに最適な調

達を実施することが求められる。そのためには、GHG

排出量の算定ルール整備、妥当性・信頼性を担保するた

めの第三者認証制度、費用対効果の評価手法等の構築も

必要となる。評価・運用の実務者となる地方整備局等の

職員に対しては、可能な限りの業務負担軽減を図りつつ、

土木構造物の品質・性能も確保しなければならない。 

本稿が、アクションプランの実現に向けた議論を更に

活発化させ、土木工事における脱炭素化の取組促進への

一助となれば幸いである。 
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